地球温暖化対策の検討事項と取組方針
	検討事項
	現状
	課題及び論点
	委員意見
	取組方針案

	計画の基準年度、目標年度の考え方
	・現計画では、基準年度を1990年度、目標年度を2014年度に設定 

・国の現時点の目標は、基準年度を2005年度とし、目標年度を2020年度に設定
・アメリカ、カナダ、中国、インド等の主要排出国は、2005年を基準年としている。

・最近計画改定した兵庫県は2005年度、長野県は2010年度を基準年度に設定

・目標年度の設定は、短期目標2020年度、中期目標2030年度、長期目標2050年度を国が推奨
	・基準年度については、リーマンショック、震災、原発事故など経済的・社会的影響に配慮する必要がある。

・国の基準年度、目標年度に整合させる必要はないか。
	・基準年度の設定として、国とあわせるために2005年度に設定することは大切だが、それと合わせてこれまで1990年度比で進捗管理をしてきたことも踏まえ、1990年度比較も継続して行ってはどうか。

	・基準年度は、直近年は経済的・社会的な影響が大きいため、国と同じ2005年度とする。

・大阪府新環境総合計画の目標年度及び国の目標年度と整合させ、2020年度とする。

・温室効果ガス排出量は、毎年1990年度の排出量とも比較して進捗状況を把握する。

	計画の目標の考え方
	・現計画の考え方は、施策の進捗をもとに対策削減量を積み上げるフォアキャスティング手法により設定

・国は原発による削減効果を見込まず、2012年度の電力の排出原単位を用いて、省エネ、再生可能エネルギーの導入、森林吸収などの削減量を試算し目標設定（2005年度比▲3.8%）
	・現計画の考え方と同じフォアキャスティング手法による設定でよいか。

・電力の排出係数の扱いをどうするか。

・国の目標設定の考え方や目標値等との整合は必要か。
	・フォアキャスティングでよいが国も2020年を目指し様々な施策を行っているので、それらをプラスアルファできる施策を考えて欲しい。
・削減努力を評価するため排出係数は固定して算出し、あわせて実排出量も示してもらいたい。

・再生可能エネルギーの導入効果がわかるものとしてもらいたい。
	・国の目標や府の現目標との整合も踏まえ、国による施策及び府独自の施策による削減量を積み上げるフォアキャスティング手法により目標値を定める。

・削減効果の明確化や進行管理のため、電力の排出係数を固定して算出した目標値とする。ただし、国の目標値との比較のため、2012年の排出原単位を用いた目標値も参考に示す。

・温室効果ガス排出量は、毎年、排出係数を固定した値と、年度毎の排出係数を用いた実排出量を公表する。

・太陽光発電の導入量を対策指標として定め、毎年、導入実績及びCO2削減量を示す。

⇒　議事（５）で審議

	検討事項
	現状
	課題及び論点
	委員意見
	取組方針案

	大規模事業者の省エネルギーの促進
	・温暖化防止条例に基づき、大規模事業者に対して、CO2排出抑制のための対策計画と実績報告の届出を義務化

・計画の目標未達成の事業者が4割程度ある。

・温室効果ガス排出量の削減割合は、近年減少傾向となっている。
	・取組みが進んでいない事業者に対して取組みを促進する必要がある。

・取組みが進んでいる事業者に対して更に取組みを促進する必要がある。

・事業者による温室効果ガスの総排出量の削減を促進する必要がある。

・対策指標として何を用いるか。
	・リーマンショック以降、産業部門の原単位当たりのCO2排出量が悪化しているため、対策が必要
	・取組み促進策として、届出書の評価制度を実施している自治体があり、府においても導入を検討する。

　　⇒　議事（２）で審議

・対策指標として、条例対象事業者の温室効果ガス排出量削減率を用いる。

	中小事業者の

省エネルギーの促進


	・省エネに関する総合的な窓口の設置（融資・補助制度の紹介、省エネ相談等）

・運用改善マニュアルの配布、省エネセミナーの実施等

・府立環境農林水産総合研究所や府地球温暖化防止活動推進センター等と連携して、中小事業者の省エネ・省CO2診断を実施　等
	・どのような対策を重点的に進めるか。

・コストのかかる省エネ設備の導入は困難

・エネルギー管理に係る人材や体制等が不十分

・事業者数の多い中小事業者に対して診断できる事業者数は限られている。
	・環境への取組み意識が大規模事業者より低いと考えられる。

・エネルギー供給事業者と協力して、全ての中小事業者にチラシなどで省エネの必要性を周知する。
	・ビルエネルギー管理システム（BEMS）の普及（アグリゲーターとの連携等）

・研究所、推進センター、商工会議所等との連携強化による省エネセミナー、省エネ相談、診断　等

・運用改善を中心とした診断事例の普及

⇒　議事（３）で審議

	家庭、業務における省エネルギーの促進


	2011年度

(1990年度比)

最近５年

(2007-11)

家庭部門CO2
24％増加

横ばい

世帯数

25％増加

横ばい

1人当たりエネルギー消費量

16%増加

横ばい

業務部門CO2
21％増加

減少傾向

床面積当たりのエネルギー消費量

6.5％減少

減少傾向


	・経済活動へ配慮しつつ、省エネの取組みを促進する必要がある。

・省エネ実践を無理なく府民に普及させる必要がある。

・どのような対策を重点的に進めるか。

・対策指標として何を用いるか。
	・エネルギー消費抑制や対策効果を確認できる施策が効果的
・住宅の断熱による省エネ促進が出せないか。

・国のCO2削減に関する税金を有効活用して、家庭、業務部門に使うと費用対効果が高いのでは。
	・燃料種別使用量の更なる見える化

・省エネ診断、うちエコ診断の普及

・住宅、建築物の省エネ・省CO2化
・対策指標として以下を用いる。

（家庭）１人当たりのエネルギー消費量

（業務）床面積当たりのエネルギー消費量

⇒　議事（４）で審議


	検討事項
	現状
	課題及び論点
	委員意見
	取組方針案

	公共交通等の利用促進、エコカーの普及促進


	・公共交通機関の利用者数が減少

・慢性的な交通渋滞の存在

・エコカーの普及状況は2012年度末で約56万台に増加
	・どのような対策を重点的に進めるか。

・対策指標として何を用いるか。
	・自動車からのCO2排出量削減の対策指標として、エコカーの普及台数に加えて走行台キロを考慮に入れて、平均燃費と走行台キロをかけた値でCO2削減量を評価したらどうか。
・公共交通等の利用促進の対策指標として公共交通分担率が考えられる。
	・大阪府交通道路マスタープランなどに記載されている施策の内、地球温暖化に資する施策を推進

・府域の公共交通分担率は10年単位でしかデータを得られないため、対策指標として保有台数に占めるエコカーの割合を用いる。
・施策として公共交通の利用促進は引き続き推進する。

⇒　議事（５）で審議

	地球温暖化への適応策
	環境省公表の対策例

・集中豪雨等に起因する山地等災害への対応
・熱中症予防の情報提供・普及啓発
・農作物の高温環境に適応した品種・系統の開発


	･地球温暖化による府域への影響が不明確

・府が取るべき適応策とは何か。

・ヒートアイランド対策を地球温暖化の適応策として位置づけるか。
	・熱帯夜対策について、低所得者への適応策は、社会保障と一体の支援が効果的
・ヒートアイランド対策の中に熱中症対策などを盛り込むことも必要だが、気候変動そのものに対する適応策を考慮に入れる必要もあるのでは。
	・国による影響評価結果等の動向を踏まえ、府域への影響について把握し、取るべき適応策を検討する。

・ヒートアイランド対策を地球温暖化の適応策として位置づけ、対策を推進する。
・熱中症や熱帯夜対策については、庁内関係部局と連携し施策を推進
・ヒートアイランド対策以外の適応策については、正しい情報のもと費用対効果を考えた施策を推進

	推進体制、進捗管理の方法
	・現計画の進行管理は「大阪府地球温暖化対策推進委員会（現、府環境審議会温暖化対策部会）で実施
・部門ごとに重点施策を定め、施策によっては数値目標を設定し進捗管理
	・庁内の推進体制がない。
・各施策について数値目標を立て進捗管理することが望ましいが、すべての施策で数値化することは難しい。


	－
	・庁内の推進体制を整備する。
・可能な限り進行管理が可能な対策指標を設定する。

・市町村との連携はスマートエネルギー協議会を活用する。


資料１








- 3 -

